別記第１号様式（第６条関係） 
年　 月　 日　　

和歌山県知事 様 
（申請者） 
郵便番号 
住 　 所 
名    称 
代表者職名・氏名 

和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金交付申請書

標記の補助金に係る事業を下記のとおり行いたいので、和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金交付要綱第６第１項の規定により補助金の交付を申請します。

記

　１　補助金申請額　　金　　　　　　　　　　　　円
　　（種別・申請額内訳）　
働きやすい職場づくり支援
　　　　　　　　　　　　　円
女性のキャリアアップ/管理職育成等支援
　　　　　　　　　　　　　円





　２　申請者の概要
わかやまジェンダー平等プロジェクト登録番号
第　　　　号
従業員数（うち女性）

業種

担当者職・氏名

電話番号

メールアドレス







　３　関係書類
　　(1)事業計画書（別記第２号様式）
(2)経費配分書（別記第3号様式）
　　(3)暴力団等の排除及び補助金の活用に関する誓約書（別記第４号様式）
　　(4)見積書の写し（消費税額が区分されていること）
　　(5)えるぼし認定等通知書の写し
　　(6)女性活躍推進法第8条の規定による一般事業主行動計画の写し
(7)振込先の通帳の写し(金融機関名、支店名、口座種別、口座番号、口座名義人（フリガナ）が確認できるもの)
※金額はすべて消費税及び地方消費税相当額を含まない額で記載してください。
別記第２号様式（第６関係）
事業計画書

１　事業概要
	背景及び課題認識
	

	申請する事業の概要
	

	えるぼし認定等との関係※1

	

	実施スケジュール※2
	契約・発注日
	年　　　月頃

	
	支払予定日
	年　　　月頃


※1本事業の取組が、認定の維持又は向上にどのように寄与するか記載
※2 補助対象経費に係る物品の納品及び支払いが年度内（３月31日まで）に完了するよう、スケジュールを作成してください。 

２　実施体制
	責任者職・氏名
	

	担当部署
	

	外部委託先※該当する場合
	














別記第3号様式（第6関係）
経費配分書

１　収入
	区分
	金額（円）
	摘要

	本補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他（　　　　　　）
	
	

	合計(Ａ)
	
	



２　支出（経費配分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：円）
	費目
	内容
	事業経費（税抜き）
	左記のうち補助対象経費（税抜き）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	補助対象経費合計（Ｂ）
	

	補助金交付申請額（千円未満切り捨て）（Ｃ＝Ｂ×補助率:2分の1）
	


※金額はすべて消費税及び地方消費税相当額を含まない額で記載してください。
※行が不足する場合は適宜追加してください。
※変更承認申請の場合は、変更前と変更後の内容（又は金額）を２段書きで記入してください。
※同一事業について、他の補助金等との併用はできません。











別記第４号様式（第６関係）
暴力団等の排除及び補助金の活用に関する誓約書

年　　月　　日　　
和歌山県知事　様
（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

私は、和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金交付要綱の第６の規定に基づき、交付申請をするにあたり、次の事項を誓約します。
１　自社又は自社の役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。）は、次のいずれにも該当しないこと。
(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3) 暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者
(4) 自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
(6) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者
(7) (3)から(6)に掲げる者のほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者
２　１の誓約事項に虚偽の内容があった場合又は１の(1)から(7)に該当することとなった場合は、和歌山県に速やかに届け出るとともに、和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金の交付決定を取り消すことを承諾します。
３　和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金を活用し、えるぼし認定等取得後もその取組の維持、向上又は高度化を図ることを推進します。また、補助事業完了後においても、必要な報告、調査に協力します。
別記第５号様式（第８関係）

年　　月　　日　　
和歌山県知事　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金
計画変更承認申請書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のありました標記補助金について、下記のとおり計画内容を変更したいので、和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金交付要綱第８の規定により承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記
１　変更の理由


２　変更の内容
(1) 事業内容の重要な部分に関する変更　【□有・□無】（該当するものに☑）
※詳細は事業計画書（別記第２号様式）に記載

(2) 補助対象経費の額に関する変更　【□有・□無】（該当するものに☑）
　　　変更前：　　　　　　　　　　　円
　　　変更後：　　　　　　　　　　　円

３　関係書類（※変更前と変更後を比較できるよう記載してください。）
(1) 事業計画書（別記第２号様式）
(2) 経費配分書（別記第3号様式）
(3) その他知事が必要とする書類
[bookmark: _Hlk191999379]※金額はすべて消費税及び地方消費税相当額を含まない額で記載してください。
別記第６号様式（第10関係）

年　　月　　日
和歌山県知事　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金
中止（廃止）承認申請書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のありました標記補助金について、下記のとおり中止（廃止）したいので、和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金交付要綱第10条の規定により承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１　中止（廃止）の理由


２　中止の期間（廃止の時期）


３　今後の見通しと対策


４　関係書類（中止又は廃止の理由が確認できるもの）



別記第７号様式（第11関係）

年　　月　　日

和歌山県知事　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金
遅延等報告書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のありました標記補助金について、下記の理由により予定の期間内に完了しないこととなったので、和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金交付要綱第11条の規定により報告します。

記

１　補助事業の進捗状況


２　遅延の内容及び理由（※自己都合によるものは認められません。）


３　遅延に対する対応


４　事業完了予定日
年　　月　　日



別記第８号様式（第13関係）
年　　月　　日
和歌山県知事　様
（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金
実績報告書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のありました標記補助金について、下記のとおり完了したので、和歌山県えるぼし認定等促進による職場環境整備補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　事業の実績
「事業実績書」（別記第９号様式）及び「収支実績書」（別記第10号様式）のとおり

２　補助金申請額　　金　　　　　　　　　　　　円
　　（種別・申請額内訳）　
働きやすい職場づくり支援
　　　　　　　　　　　　　円
女性のキャリアアップ/管理職育成等支援
　　　　　　　　　　　　　円




３　関係書類
(1) 事業実績書（別記第９号様式）
(2) 事業実施が確認できる資料（研修資料、設置場所、着工前後の写真等）
(3) 収支実績書（別記第10号様式）
[bookmark: _Hlk205488999](4) 見積書及び契約書の写し※１件当たり100万円以上の場合は２社以上の見積書の写し
(5) 請求書及び領収書の写し又はその他支払証拠書類
(6) その他知事が必要と認める書類
※金額はすべて消費税及び地方消費税相当額を含まない額で記載してください。

別記第９号様式（第13関係）
事業実績書

１　事業概要
□ 施設又は設備の整備改修
□ 女性管理職育成研修、セミナーの実施
□ 就業規則等の整備又は改正
□ 業務効率化ツールの導入
□ テレワーク環境整備
□ 勤怠管理システム導入
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※実施したものにチェックを入れてください。

２　実施状況
	実施時期
	実施内容
	対象人数・回数等

	年　　月　　日
	
	


　※行が不足する場合は適宜追加してください。

３　事業完了確認
□ 本事業は交付決定の内容に基づき実施しました。
□ 補助対象経費について、関係書類を保管しています。
※該当するものにチェックを入れてください。













別記第10号様式（第13関係）

収支実績書

１　収入
	区分
	金額（円）
	摘要

	本補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他（　　　　　　）
	
	

	合計(Ａ)
	
	



２　支出（経費配分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：円）
	費目
	内容
	事業経費（税抜き）
	左記のうち補助対象経費（税抜き）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	補助対象経費合計（Ｂ）
	

	補助金交付申請額（千円未満切り捨て）（Ｃ＝Ｂ×補助率:2分の1）
	

	交付決定通知書記載の補助金額（計画変更で補助金の額を変更した場合は変更後の額）（D）
	

	補助金額（C又はDのいずれか低い額）
	


※金額はすべて消費税及び地方消費税相当額を含まない額で記載してください。
※行が不足する場合は適宜追加してください。
※同一事業について、他の補助金等との併用はできません。








